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補助金の交付を受けて取得したクリーンエネルギー自動車の管理規程（業務実施細則別表５）

1. 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて取得したクリーンエネルギー自動車（以下「取得財産等」という。）について、
善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に沿って使用しなければならない。

2. 補助金の交付を受けた者は、取得財産等について、センターの定める様式の取得財産等管理台帳・取得財産等明細表を備え、管
理しなければならない。取得財産等管理台帳・取得財産等明細表は、センターが開示を求めた場合は、開示しなければならない。

3. 補助金の交付を受けた者は、センターが定める取得財産等の処分を制限する期間においては、取得財産等を処分してはならない。
取得財産等の処分とは、譲渡、交換、貸し付け（リース事業者を除く）、廃棄又は担保に供すること等の補助金の交付目的に反
する行為をいう。取得財産等の処分を制限する期間は、補助金の交付の目的及び減価償却資産の耐用年数を勘案して、業務実
施細則に定める期間とする。

4. 補助金の交付を受けた者は、別表6に定められた期間内において、取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめセンターの定める
様式の財産処分承認申請書をセンターに提出し、承認を受けなければならない。センターが取得財産等の処分を承認する場合にお
いても、取得財産等の処分の目的、事由によっては、補助金の全部又は一部の返納を求める場合がある。また、センターの承認を得
ずに、取得財産等の処分を行ったことが判明した場合は、補助金の全部の返納を求める場合がある。

5. 補助金の交付を受けた者が、取得財産等の処分制限期間内に取得財産等を処分した場合で、取得財産等の処分によって、補助
金の交付を受けた者に収入があるとセンターが認めるときには、センターは、補助金の交付を受けた者に対して、期限を付してその収
入の全部又は一部についてセンターへの納付を命ずることができる。

6. センターは、補助金の交付を受けた者に補助金の返納を求めた場合又はそれに準じる対応を求めた場合には、その者からの新しい交
付申請に対する補助金の交付については、補助金の返納が完了したことを確認するまで拒否することができる。
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取得財産等の処分を制限する期間（業務実施細則 別表６）

※１ 自家用車両とは、いわゆる白ナンバー車両
※２ 貸自動車業用車両とは、いわゆるレンタカー用車両。リース用車両ではない
※３ 超小型モビリティは軽自動車の処分制限期間を適用する

種類 区分 処分制限期間

乗用車
道路運送車両法上の自動車の種別が、普通自動車又は
小型自動車のもの

4年

貨物車

道路運送車両法上の自動車の種別が、普通自動車又は
小型自動車で、積載量2トン超のもの

4年

道路運送車両法上の自動車の種別が、普通自動車又は
小型自動車で、積載量2トン以下のもの

4年

車いす移動車

道路運送車両法上の自動車の種別が普通自動車のもの 4年

道路運送車両法上の自動車の種別が小型自動車のもの 3年

軽自動車
道路運送車両法上の自動車の種別が軽自動車のもの
（除く側車付二輪自動車） 4年

側車付二輪
自動車

道路運送車両法上の自動車の種別が側車付二輪自動
車のもの 3年

ミニカー
道路運送車両法施行規則により定める「第一種原動機付
自転車」であって、道路交通法施行規則により定めるもの 3年

原付2輪
道路運送車両法上の自動車の種別が原動機付自転車の
2輪のもの 3年

種類 区分 処分制限期間

乗用車

総排気量2㍑超のもの。総排気量がないものは、道路運送
車両法上の自動車の種別が普通自動車のもの

4年

総排気量2㍑以下のもの。総排気量がないものは、道路運
送車両法の自動車の種別が小型自動車のもの

3年

貨物車

道路運送車両法上の自動車の種別が、普通自動車又は
小型自動車で、積載量2トン超のもの 4年

道路運送車両法上の自動車の種別が、普通自動車又は
小型自動車で、積載量2トン以下のもの 3年

車いす移動車

道路運送車両法上の自動車の種別が普通自動車のもの 4年

道路運送車両法上の自動車の種別が小型自動車のもの 3年

軽自動車
道路運送車両法上の自動車の種別が軽自動車のもの
（除く側車付二輪自動車） 3年

側車付二輪
自動車

道路運送車両法上の自動車の種別が側車付二輪自動
車のもの 3年

ミニカー
道路運送車両法施行規則により定める「第一種原動機付
自転車」であって、道路交通法施行規則により定めるもの 3年

原付2輪
道路運送車両法上の自動車の種別が原動機付自転車の
2輪のもの 3年

自家用車両※１ 貸自動車業用車両※２
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私（個人である場合はその者、企業である場合は当社、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、
補助事業の実施期間内及び完了後においても、下記の事項について誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したこ
とにより、私が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

1. 私は、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下
同じ。）ではありません。かつ、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではありません。

2. 私の法人の役員等（法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）
は、暴力団員ではありません。

3. 私及び私の法人の役員等は、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力
団員を利用しません。

4. 私及び私の法人の役員等は、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維
持、運営に協力し、若しくは関与しません。

5. 私及び私の法人の役員等は、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を持ちません。

以上

暴力団排除に関する誓約（交付規程 第4条 第6条 第12条 第19条）
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